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HRM と組織成果

松 山 一 紀

概要　本稿の目的は,HRMと 組織成果との関係 について検討を行 うことである。　HRMと

組織成果 との関係を扱 った研究は数多 く,様 々なタイプ論が存在 している。ここでは,先 行

研究を踏まえて,普 遍的パースペクティブ,適 合パースペクティブ,コ ンフィギュレーシ ョ

ナル ・パースペクティブを分類枠組みとして措定する。これらのパースペクティブを比較 し

た実証研究について概観 したところ,普 遍的パースペクティブを支持する研究が多いことが

明 らかになった。

Abstract The purpose of this paper is to study about the relationship between 

HRM and performance of organization. We have many previous studies about this 

relationship and the various type—theories. In this paper, we  pick out  'universalis-

tic perspective',  'fit perspective' and  'configurational perspective' as the framework 

of classification based on these previous studies. Then we reviewed the survey re-

search about comparison of these perspectives. In the result, it was found that 

many studies support  'universalistic  perspective'  .

キ ー ワ ー ド HRM, 普 遍 的 パ ー ス ペ ク テ ィブ,適 合 パ ー ス ペ ク テ ィブ,コ ン フ ィギ ュ レー

シ ョナ ル ・パ ー ス ペ ク テ ィブ
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本稿 で は,HRMと 組織成 果 との 関係 につ いて検 討 を行 う。HRMと 組 織成 果 との関係

を扱 った研究 は数多 く,様 々な タイ プ論 が存在 してい る。 例 えばGuest(1997)はHRM

と組織成 果 との関係 を捉 え るための概念 的 フ レーム ワー ク と して,戦 略 的交互作 用,コ ン

テ ィ ン ジ ェ ンシー,理 念 的施 策 セ ッ ト(anidealsetofpractices),ゲ シ ュタ ル ト,束

(bundles)と い った5種 類 の適合 タイ プを取 り上 げて い る。 また,Delery&Doty(1996)

や岩 出(2002a,b)は 普遍 的パ ー スペ クテ ィブ,コ ンテ ィ ンジ ェンシー ・パ ースペ クテ ィ

ブそ して コ ンフ ィギ ュ レー シ ョナル ・パ ースペ クテ ィブを フ レー ム ワー クと して と りあ げ

て いる。

ここで は,こ れ らを参考 に して,普 遍 的パ ー スペ クテ ィブ,適 合パ ー スペ クテ ィブ,コ

ンフ ィギ ュ レー シ ョナル ・パ ースペ クテ ィブを分類 枠組 み として措定 す る。 普遍 的パ ー ス

ペ クテ ィブ とは,あ る特定 のHRMも しくはHRM群 と組 織成 果 との 間 の関係 が普遍 的

で あ る とす る捉 え方 で あ る。 適合 パ ー ス ペ クテ ィブ とは,HRMを 取 り巻 く外 部環 境 と

HRM施 策 との 間 の適合 やHRM施 策 群 内 にお け る個 々 の施 策 間 の適 合 を強調 す るパ ー

スペ クテ ィブで あ り,こ れ らの適 合度 が高 けれ ば組 織成果 も高 くな ると考 え る。 最後 にコ

ンフ ィギ ュ レー シ ョナル ・パ ー スペ クテ ィブ とは,あ るHRM施 策群 を一 つの ゲ シュ タル

トや原型 と して捉 え,そ の原 型 との乖離 によ って組織 成果 が変化 す ると考 え る。

これ らの分類 は絶対 的 な もの では ない。 また,そ れ ぞれの研究 は様 々なパー スペ クテ ィ

ブを 内包 して い る。 さ らに,研 究 の多 くはこ こに挙 げ たパ ー スペ クテ ィブ間の対 比 を 目的

と して い る。 そ こで,こ こで はそれ ぞれの研究 結果 が主 に支持 して い るパ ー スペ クテ ィブ

に従 って分 類 を行 った。

1.普 遍 的 パ ー ス ペ ク テ ィ ブ(universalisticperspective)

普遍 的パ ー スペ クテ ィブ とは,あ るHRM施 策 と組織 成果 との間の 関係 が どのよ うな組

織 にお いて も普遍 的 であ る とい う,非 常 に シンプルな視点 で あ る(Delery&Doty,1996)。

これ はあ る特 定 のHRM施 策が他 の施策 よ りも,か な らず良 い成果 を あげ る とい うこ とを

も含 意 して お り,ベ ス トプラ クテ ィス ・アプ ローチ とも呼 ばれ てい る(岩 出,2002a,b)。

Delery&Doty(1996)に よれ ば,普 遍 的パ ースペ クテ ィブ に基 づい て議 論 を展 開す るた

め には二 つ の こ とが必要 にな る。 一 つ は,HRM施 策 を特 定化 す る こと。 もう一 つ はそ れ

らの 且RM施 策 を必 ず 組織 成 果 と関連 づ けな くて はな らな い とい うこ とで あ る。 ここで

は,普 遍 的 パ ー スペ ク テ ィブ を備 え て い る と思 われ るハ イ コ ミッ トメ ン ト・モ デ ル と
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HPWP(HighPerformanceWorkPractice)を 紹 介 した うえ で,様 々なHRM施 策 と

組織成 果 との関係 を扱 った実 証研 究 につ いて検 討 を行 って い く。

1)ハ イ コミ ッ トメ ン ト・モ デル

普遍 的 パ ー スペ クテ ィブ を備 えたHRM施 策 と してハ イ コ ミッ トメ ン ト・モ デル を挙

げ る研 究者 は数多 い(例,察,1998;岩 出,2002a,b)。 ハ イ コ ミッ トメ ン ト・モデ ル と

は,従 業員参 加型 の経営 を志 向す るHRMモ デ ルで あ り,従 業 員 の組織 や職務 に対す るコ

ミッ トメ ン トを増大 させ る ことを主 眼 と して い る(Lawler,1986;Walton,1985)。

コ ミッ トメ ン ト概念 は近 年組 織行 動論 や組織 心理 学 な どの分野 で盛 ん に論 じ られ て お

り,組 織 参加者 と組織 もし くは仕事 との間 の関係 度合 いを測定 す る概 念 と して用 い られ る

ことが多 い。例 え ば組織 コ ミッ トメ ン トは一般 的 に,個 人が組 織 に一 体化 してい る程度 と

定 義 され,組 織 と個人 の間 にあ る溝 を埋 め る もの と考 え られて い る(田 尾,1999)。 つ ま

りハ イ コ ミッ トメ ン ト・モデル とは組織参 加者 が組織 や職務 に深 く関与す るよ うに促 す こ

とを 目的 と した人 事管理 モデル なので あ る。

Walton(1985)は こう したハ イ コ ミッ トメ ン ト ・モデル の人事 管理 を コ ン トロー ル ・

モデル と対 比す るこ とに よ って浮 き彫 りに して い る。1970年 代 初頭 に こ う した新 しいタイ

プの コ ミッ トメ ン トモデル が登場 す るまで,ア メ リカ企業 で は統 制 を強調 す る コン トロー

ル ・モデルが一般 的 であ った。 それ はTaylorの 科 学的管 理法 をベ ー スに した職務 中心 の

管理 で あ り,労 働 者 はあ ま り経営 に参 画す る ことがで きなか った のであ る。

ハ イ コ ミ ッ トメ ン ト ・モ デル の特 徴 は,柔 軟 な 職務 定 義 や,フ ラ ッ トな 組織 体 制,目

標 ・価値 の共有 による調 整 と統制,問 題解 決 の強調,集 団業績 を刺激 す る利潤分配 制,幅

広 い問題 への従業 員参加,相 互依存 的な労使 関係 な どにみ られ,何 よ りも人 間尊重 の視点

が貫か れて いる(Walton,1985)。

高度 参加 型経 営(high-involvementmanagement)を 提 唱 す るLawler(1986)に よ

れば,ハ イ コ ミッ トメ ジ ト ・モ デルの登場 は様 々な要 因を背景 と してい る。 第1に 事 業環

境 の変化 で ある。 国際競 争 の激化,特 に新 しい経 営 アプ ローチで参入 して き た 日本 企業 の

影 響 によ って ア メ リカ企 業 の競 争力 が低下 して きた こ とが挙 げ られ る。 第2に 産業 構造 や

技 術 の変化 で あ る。 サー ビス指 向の産 業 へ と経済構 造 が変 化す るにつれ,専 門 的な知識 が

必 要 とな って きた こ と,ま た,製 造業 にお いて も高度 に 自動化 され た工 場 な どで,複 雑 な

機 械 を扱 い,自 分 自身 で考 え,問 題 を解決 し,決 定 を下 す こ とので き る労働者 が求 め られ

るよ うにな って きた ことが挙 げ られ る。
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第3に 労 働 者 の変 化 で あ る。主 に そ れ は教 育 レベ ル の 向上 を 指 して い る。Lawler

(1986)は それ に よ って労働者 が組織 の決定 に対 して影 響力 を もちた い と考 え るよ うにな っ

た と述 べ て い る。 そ して,最 後 に社会 的変化 と して,法 制度 な どが整備 され た こ とによ り,

労 働者 が公平 かつ公正 に扱 われ る よ う企 業 に対 す る社 会 的要請 が強 ま った こと も取 り上 げ

られて い る。

以上 の よ うに,コ ン トロール ・モ デルか らハ イ コ ミッ トメ ン ト・モデ ルへの移行 は,ア

メ リカにお け る経済 的 ・技 術 的 ・社 会 的な変化 に応 じた必 然 的な帰結 と して捉 え られ得 る。

こう した意 味 にお いて,ハ イ コ ミッ トメ ン ト ・モデル は どのよ うな組 織 にお いて も,最 善

のHRMモ デル で ある と言 え,普 遍 的パ ースペ クテ ィブ に基づ いた もの と考 え られ るの で

あ る。

前述 の よ うに,ハ イ コ ミッ トメ ン ト・モデ ル は 日本 的経 営 の影 響 を強 く受 けて い る。

Walton(1985)やLawler(1986)に よ る議論 が,日 本 的経営 が世 界で賛 美 され ていた 時

期 にな され て いる ことか ら もそれ は伺 え る。 そ して 日本 的経営 の転換 期 とされ る現代 にお

いて もな お この モデル はア メ リカ企業 にお いて イ ンパ ク トを持 ち続 けてい るので あ る。

例 え ばBaron&Kreps(1999)は 「ハ イ コ ミッ トメ ン トHRM」 と題 して,自 書 の 中

の1章 を割 いてい る。 彼 らによれ ば,「 ハ イ コ ミッ トメ ン トHRMと は労 働者 に よ り多 く

を与 え る ことによ って,労 働者 か らよ り多 くを引 き出す ことを 目的 と した様 々なHR(人

的資源)施 策 の集合体(ensemble)に 対 して用 い る一 般 的なキ ャ ッチ・フ レー ズ(p.189)」

を指 して い る。つ ま り,ハ イ コ ミッ トメ ン トHRMは 従 業員 の 自律 を認 め,彼 らに安 心 や

情報 そ して成 果 に対 す る権 利 を与 え るこ とによ って,こ の上 な い努 力 と自発性 お よび柔軟

性を彼 らか ら引 き出 そ うとす るの であ る。

その具 体 的特徴 と して は,雇 用保 障,平 等主義,自 己管理 チ ーム,職 務拡大 お よび職務

充実,割 り増 し賃金,チ ー ム ・ユニ ッ ト ・企業業 績 に基 づ いた イ ンセ ンテ ィブ給,広 範 囲

の訓練,広 範囲 の職 務 ロー テー シ ョン,企 業 のあ らゆ る側面 にお ける情 報開示,風 通 しの

よい コ ミュニ ケー シ ョン,チ ー ムワー ク文 化,幹 部候補 生 の広範 な審査,オ ー ナー シ ップ

の強調 が取 り上 げ られ て いる。

また,彼 らが提 唱す る これ らのハ イ コ ミッ トメ ン トHRM施 策 に影響 を与 えて い る もの

と して,総 合 的品質 管理(tOtalqualitymanagement),オ ー プ ジブ ック ・マネ ジメ ン ト

(open-bookmanagement)そ して伝統 的 な 日本 の一 流企業 によ る経営 管理手 法 が取 り上

げ られ てい る。Baron&Kreps(1999)に よれば,日 本 の一 流企業 はハ イ コ ミッ トメ ン ト

HRMと 内部 労働市 場 の ミックス を通 じて核 とな る従業 員 を管理 して い る。

-66(66)一



HRMと 組織成果(松 山)

最 後 に彼 らは,ハ イ コ ミ ッ トメ ン トHRMを 導入 す る際の注意 点 を述 べ て この章 を 閉 じ

て い る。 彼 らは企 業 が伝統 的な ア プ ロー チか らハ イ コ ミッ トメ ン トHRMに 転換 を図 る

際 に,様 々な コス トや,ス テー クホル ダーか らの抵抗 の生 じる可 能性 が ある と して いる。

例 えば,従 業員 に対 す る プ レッシ ャーや ス トレスが増 加 した り,第 一線 の管理 者 が 自 らの

存在意 義 を見失 った り,組 合 や労働 法律家 た ちが こ うしたHRMの 導入 に抵抗 を示 す か も

しれな い とい うので あ る。

しか しこう した留 意点 が存在 す る もの の彼 らは,ハ イ コ ミッ トメ ン トHRMを 支持 して

いる と明言 して お り,こ れ らがハ イ コ ミッ トメ ン トHRMの 重要 性 を減 じる もの では ない

と示 唆 して いる。 この よ うに,現 代 にお いて もな お,ハ イ コ ミッ トメ ン ト・モデル は アメ

リカ企業 にお いて影 響力 を有 して い るの であ る。

ところで,皮 肉な こ とで はあ るが,現 代 の 日本 にお いてハ イ コ ミッ トメ ン ト・モデル は

ベ ス ト・プ ラクテ ィス とは言 いが たい。 察(1998)も 言 うよ うに,現 代 日本企業 はイ ノベ ー一

テ ィブな戦 略 を採用 しよ うと して お り,HRMモ デル もそれ に準 じた もの にな ろ うと して

い る。つ ま りむ しろ 日本 企業 はハ イ コ ミッ トメ ン ト ・モデルか ら脱却 しよ うと してい るの

で あ る。 こう した意 味 にお いて,た とえ ベス ト・プ ラクテ ィス とは言 って も,す べ て の状

況 に当 ては まるわ けで な いとい う点 を よ く認識 してお く必 要が あ るだろ う。 この点 につ い

て は後 で も少 し触 れ る ことにす る。

2)HPWP

どの よ うな組織 状 況 にお いて も高 い組織 成果 を生 み出す最善 のHRM施 策 は,研 究者

の聞で様 々に命名 され て いる(Osterman,1994)。HPWPも そ の一 つで あ り,ハ イ コ ミ ッ

トメ ン ト ・モデル や革 新 的労働慣 行(innovativeworkpractice)な どとほぼ 同義 に用 い

られて い る。

Huselid(1995)は 組織 成果 を,離 職率,生 産 性 そ して財務 業績 に限定 した うえ で,次

の よ うな三 つ の仮説 を構築 し実 証分析 を行 って い る。

り
　

リ
ム

説

説

仮

仮

仮説3

HPWPは 従業員の離職率を下 げ,生 産1生と財務業績を高めるであろう。

HPWP群 のなかの相互補完性やシナジーによって離職率は下が り,生 産性や財

務業績 は高まるであろう。

RPWPと 競争戦略の整合 によって離職率は下が り,生 産性 と財務業績は高ま

るであろう。
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ここでHPWPは,人 材 選抜,業 績 評価,イ ンセ ンテ ィブ給,職 務設 計,苦 情処 理手続,

情報 共有,態 度 ア セス メ ン ト,労 働管理 参画,採 用,教 育 訓練,昇 進 とい った分 野か ら構

成 され てい る。

パ イ ロ ッ ト・ス タデ ィを経 て質 問紙 調査 を行 い,968(28%)の 有 効 回答 を分 析 に か け

た と ころ,仮 説1の みが支 持 され る結 果 とな った。 つ ま りHPWP群 のな かで の内部適合

お よびHPWPと 戦 略 との外部適 合 は,組 織 成果 に対 し影響 力 を有 して いな い とい うこと

なので あ る。

しか しここで一 つ注 意 して おかな けれ ばな らな いの は,こ の結 果 を も って こ う した内的

お よび外 的整合性 の組 織成 果 に対 す るイ ンパ ク トが完全 に否定 され たわ けで はな い とい う

ことで あ る。 それ は,こ う した整 合性 を測定 す る手 法 の未熟 さに起 因 して いる(Huselid,

1995)。 結 果 としてHPWPが ベ ス ト・プ ラク テ ィスで あ るこ とが証 明 され た もの の,含

みを残 した議論 にな って い る。

一 方 これ に対 してPfeffer(1994)はHPWPを 唯一最善 の慣 行 であ る と主張 して い る
。

Arthur(1992)やOsterman(1994)もPfeffer同 様 にHPWPと してハ イ コ ミッ トメ

ン ト型 の労働 慣行 につ いて研 究 を行 って い るが,彼 らの研 究結 果 は こう した慣行 の有効 性

が戦 略 に左 右 され る とい うもので あ り,Pfeffer(1994)は それ に強 く反論 して い る。

確 か にArthur(1992)で は,コ ス トリー ダー シ ップ戦 略 は コス ト削減型HRMシ ス テ

ム(costreductionIRsystem)を,そ して差別化 戦略 は コ ミッ トメ ン ト最大化 型HRM

システム(commitmentmaximizingIRsystem)を 必要 とす る とい う研 究結果 を提示 し

て はい る。 しか し,こ れ らの結果 は組織 成果 に言及 して お らず,あ くまで もそれぞれ の傾

向を述 べて い るに過 ぎな い。

そ して この研 究 の2年 後 に発表 され たArthur(1994)で は,上 記 のそ れぞ れを コン ト

ロー ル型HRMシ ステ ム(controlHRsystem)お よび コ ミッ トメ ン ト型HRMシ ス テ

ム(commi御entHRsystem)と して,そ れ ぞれ のHRMシ ス テム と組織 成果 との関係

を分 析 した結果,コ ミッ トメ ン ト型HRMシ ステムが労 働能率,歩 留 ま り率,離 職者数 の

す べ て にお いて コ ン トロール 型HRMシ ステ ム よ り も優 れ て い る こ とを 明 らか に して い

る。 つ ま り一 応 は,Pfefferの 考 え を支 持す る結 果 とな った ので あ る。 た だ し,こ こで も

注意 しておか ねば な らな いの は,こ の研究 は コ ンテ ィンジ ェンシー理 論 にお いてHRMの

上 位概 念 と して措 定 され てい る戦 略 との関係 につ いて十分 に触 れ られて いな い点 で あ る。

もっと言 うな ら,コ ンテ ィンジ ェン シー ・パ ー スペ クテ ィブ と普 遍 的パ ースペ クテ ィブを

比較 して い るわ けではな い とい うことで ある。 従 って,こ の研 究が普遍 的 パ ースペ クテ ィ
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ブを支持 していると言 うのは難 しい。 これはArthurが 戦略 とHRMと の関係,そ して

HRMと 組織成果 との関係を別々に分析 したことに起因 していると言えるであろう。

3)HRM施 策と組織成果の関係

これまで普遍的パースペクティブの代表的な論考について触れてきたが,こ こでは主に

個 々のHRM施 策 と組織成果 との関係を探 った実証研究 に焦点を定めて検討を行 ってい

きたい。

Abowd(1990)は250社,16,000人 に及ぶ経営者のデータに基づいて,経 営者 に与え ら

れる報酬と企業業績 との関係 を分析 している。つまり,前 年の企業業績に対す る経営者の

報酬が,そ の翌年の業績に正 の影響を与えるかどうかについて調査を行 ったのである。そ

の結果,会 計ベースの業績尺度(税 引き後ROAお よび税引き後ROE)を 用いた場合,

両者の関係は弱か った ものの,経 済的尺度(総 キ ャッシュフロー)お よび市場尺度(株 主

に支払われる配 当金の総額)を 用 いた場合,両 者 の関係は強 くなるということが明らかに

な っている。Abowd(1990)は この結果によって経営者報酬の業績給部分を増すことが有

効であるという主張が裏付 けられた としている。

Leonard(1990)もAbowd(1990)と 同様 に役員報酬 と企業業績 との関係 について調

べている。1981年 か ら1985年 までの439社 延べ20,000人 以上の役員の報酬パ ター ンを分析

した結果,役 員報酬 における長期的なイ ンセンティブプランが企業業績 にとって有効であ

ることを明 らかに している。

さらにGerhart&Milkovich(1990)も,独 自の調査結果か ら短期的業績 に対するボー

ナスの使用がす ぐ後の企業業績 と関連することを明 らかに してお り,そ の うえで,長 期的

なイ ンセンティブプランに見合 う従業員を数多 く育成す ることが,長 期的に組織成果を高

めることにつながるであろうと示唆 している。

以上 の研究 は主 に経営幹部 を対象 と した報酬制度 と企業業績 との関係を調べ たもので

あ ったが,次 に取 り上げるのは採用関連施策 と業績 との関係 につ いてであ る。Terpstra

&Rozell(1993)は 学術分野でよ く議論 されている五つの採用関連施策を特定化 したうえ

で,そ れ らと企業業績 との関係を調べている。採用関連施策は次のとおりである。

① 高業績従業員の割合を高める採用ルー ト(例:一 本釣 り,従 業員推薦 大学,広 告)

の検討

② 人選 に使用するテス トなどの妥当性の検討
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③ 人選のために構造 化および標準化された面談 の使用

④ 人選のための適性テス トや認知能力テス トの使用

⑤ 人選のための履歴書 もしくは申請書の使用

彼 らは201社 についてこれ ら五つの採用関連施策 と年次毎の利益および1986年 から1990

年 までの五年間にわたる成長利益率 との間の関係を調べたところ,全 ての企業 において正

の相関関係が認 められたとしている。 しか しながら,そ の関係は業界において差があるこ

とも報告 している。

本研究において業界は,製 造業,サ ー ビス業,小 売業そ して金融業の4種 類 に分類 され

ており,そ のなかでサー ビス業界が突出 した結果 とな っている。また逆に製造業ではその

関係が最 も弱 くな っている。これについてTerpstra&Rozell(1993)は,製 造業の業績

が施設や機械などによって左右 されるのに対 して,サ ービス業では業績を左右す る源泉が

人であることを如実に物語 る研究結果であるとしている。

本研究は採・用関連施策の実施が企業業績にとって有効であることを見事に裏付 けている

が,留 意点 も述べ られているので付言 してお く。彼 らによれば,こ れら採用施策の実施が

企業業績の良 し悪 しに依存 しているとい う考 えを完全 に否定す ることはできない。つ ま

り,業 績の悪い企業はここまで採用 に力を入れることができないということである。 この

点 は,こ の類の実証研究が元来内包 している問題点であり,こ れか ら取 り上 げてい く研究

もすべてこの問題か ら免れていないと言えるであろう。

最後に小林(2001)が 行 った,ハ イコミットメン ト・モデル と企業業績 との関係 につい

て の調査研究を紹介 してお く。小林(2001)は210社 か ら得 られた有効 回答 を もとに,

HRMポ リシー,報 酬施策,教 育訓練施策,職 務施策,情 報共有施策か らハイ ・イ ンボル

ブメ ント型を特定化 し,売 上高利益率,売 上高/人,退 職率を企業業績 としてその関係を

分析 したところ,ハ イ・インボルブメン ト型のHRMシ ステムを有する企業の業績の優位

性が一部において確認 されたとしている。

以上普遍的パースペ クテ ィブについて検討 を行 ってきた。次に検討す る適合パースペ ク

テ ィブ も含めて これ らの基点にあるのは,あ くまで も組織戦略である。従 って普遍的パー

スペ クティブと言 って も限界がある。岩出(2002b)の 整理 にもあるように,ハ イコ ミッ

トメン ト・モデルは競争市場 を超えた,経 済的 ・技術的 ・社会的環境 に適合 しようとした

帰結であ り,こ うした意味において戦略は企業 内環境の一つ として考え られている。つま
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りハイコミッ トメン ト・モデルは企業を超えたアメリカ経済 ・技術 ・社会環境の変化 に適

合 した特有のHRMモ デルであ り,こ れが他の国にも当てはまるのかは今の ところなん と

も言えない。 また,こ うした意味では戦略以外の環境 に対 してはコンティンジェン トであ

るとも言え るのである。現代の日本企業がアメ リカとは反対の トレンドのなかにいること

は既に述べた通 りである。ハイコミッ トメン ト ・モデルが真 に普遍的であるかどうかはさ

らなる実証研究を必要 とするであろう。

2.適 合 パ ー ス ペ ク テ ィ ブ(fitperspeetive)

適 合パ ー スペ クテ ィブは冒頭 に述 べた よ うに,HRM施 策 を含 め た様 々な変 数 間の適合

度 が組織 成果 に正 の影 響 を及 ぼす とす る捉 え方 で あ る。 ここで は主 に垂直 適合(vertical

fit)も しくは外 的整合 性(externalfit)と 水 平適合(horizontalfit)も し くは内的整合

性(internalfit)の 二つ に分類 して論 じて い く。

普 遍 的パ ースペ クテ ィブが 「HRM施 策 は競争 戦略 か ら独立 で あ る」 とい う見方 で あ っ

たの に対 して,こ の垂 直適合 は競争戦 略 との相互 作用 を その視 点 の中 に内在化 して い るた

め,よ り複雑 な議論 を展 開 して い る と言 われ る(Delery&Doty,1996)。

先 ほ どか ら少 し述 べ て い る よ うに垂 直適 合 は競争 戦 略 をHRM施 策 の上 位概 念 と して

措定 し,HRM施 策 が競争戦 略 に よ って左右 され る と した うえ で,そ の結 びつ きの強 さな

ど に企 業 業 績 が 依 存 す る と考 え る。 こ の よ うな 意 味 で,最 近 盛 ん に議 論 され て い る

SHRM論 におい て,最 もふ さわ しい視 点が この垂 直適合 の捉 え方 で あ る と言 え るで あろ

う(岩 出,2002a,b)。 これ らは コ ンテ ィ ンジ ェ ン シー ・モ デル や マ ッチ ン グ ・モ デ ル

(matchingmodel;Boxall,1996)な どと呼ばれ て もいる。

も う一 つ の適合 パ ー スペ クテ ィブが水 平 適 合 と呼 ばれ る もの で あ る。 先 ほ どの普 遍 的

パ ー スペ クテ ィブで は,個 々のHRM施 策 のほか に様 々な施 策群 をベ ス ト・プラ クテ ィス

と して紹 介 した。言 うまで もな く組 織 に おいて 実践 されて い るHRM施 策 は他 の様 々な

施策 と相互作 用 し補完 しあ って い る。 当然 シナ ジー効 果 も予 想 され るで あ ろ う。

しか し,普 遍的パ ー スペ クテ ィブにお いて取 り上 げて きた研究 は,た だ関係 の あ りそ う

な施 策 を列挙 してい るに留 ま り,そ れぞれ の整 合性 や相互補 完性 につ いて はあ ま り触 れて

いな い。 そ こで ここで は,こ う した 内的整合性 に関心 を もち,こ れ ら施 策 間の適合 が組織

成 果 に及 ぼす影響 につ いて分析 して い る研究 を取 り上 げ る。

一71(71)一



第51巻 第1号

1)垂 直適合

垂直適合つま りいわゆるコンティンジェンシー ・モデル と組織成果 との関係を調査 した

研究は極めて少ない。その数少 ない研究のなかか らここでは,Youndtetal.(1996)の 研

究を取 り上げる。

Youndtetal.(1996)の 主な目的は普遍的パースペ クテ ィブとコンティンジェンシー・

パースペ クテ ィブの妥当性を検証することにある。つまり,HRシ ステムが直接組織成果

に及ぼす影響 と,HRシ ステムと組織成果 との関係 に及ぼす戦略の影響を明 らかにす るこ

とが彼 らの 目的なのである。 ここでは,主 にコンテ ィンジェンシー ・パースペクティブの

妥 当性検証に焦点を合わせて検討す る。彼 らの研究モデルは図1の 通 りである。

まず彼 らは多 くの先行研究か ら工場 における戦略として,コ ス ト戦略,品 質戦略そ して

柔軟戦略といった三つの戦略を抽 出す る。 コス ト戦略 とは工場で働 く労働者 をコス トとし

て扱 うとい うものである。人間は最 もコス トがかか り,統 制の難 しい資源の うちの一つで

あるため,代 替能力 としての生産設備が高度化 し操作に必要な労働者が少な くてすむな ら

ば,人 件費や熟練化に必要な支 出はなるべ く抑えようと考え るのが この戦略の要諦 であ

る。従 ってこの戦略に適合的な生産 システムは命令や統制 を基本 とし,低 い技能で も十分

なマニュアル労働を効率的に管理す ることに重点 を置 くのである。そ してHRシ ステム

もそれに準 じた もの とな るたあ,管 理型HRシ ステム(administrativeHRsystems)

が適合的であると考えられる。

品質戦略はコス ト戦略と異な り,生 産の信頼性や顧客満足を高めるために製造過程を絶

え間な く改善 しようとす ることに焦点を合わせ る。 こうした文脈において組織の競争優位

性を規定す るのは,企 業 における知的資本である。 これまで肉体労働の範疇に しか責任が

なか ったのを,計 画,問 題解決,品 質保証などにまで責任範囲を広 げようとす る。従 って

こうした戦略に適合 的なHRシ ステムは,人 的資本増大型HRシ ステム(human-cap一

出典 二Youndtetal.(1996)

図1HRM,工 場 戦 略 と成 果
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ital-enhancingHRsystems)と なるのである。

柔軟戦略はより低 コス ト・高品質の市場でポジションを得 ようとす る場合に採用すべき

戦略である。柔軟性 とは企業の敏捷性(agility)や 順応性,反 応性といった性質 と関連 し

ている。具体的には,円 滑 に配送するために生産規模を調整 した り,小 ロッ ト生産や特別

な注文 に対応することによって製品提供 の範囲を広げるといったことを指す。

従 って,柔 軟戦略を追求する企業はこうした創造性や 自発性を必要 とする非定型的かつ

例外的な環境 にうま く対応することのできる高 い技能,技 術力を有 した適応的な労働力を

開発 し維持 しなければならない。そこで,順 応性や反応性を促進するための技能習得や開

発 に焦点を合 わせた人的資本増大型HRシ ステムが ここで も求め られることになるので

ある。 なお,管 理型HRシ ステムと人的資本増大型HRシ ステムの具体的内容 につ いて

は表1の とお りである。以上 よりYoundtetal。(1996)で は次のような仮説が用意 され

た。

仮説1人 的資本増大型HRシ ステムは組織成果 との間に正 の関係 を有 しているであ

ろう。(普 遍的パースペクティブ)

仮説2製 造戦略はHRシ ステムと組織成果 との間の関係に影響するであろう。(コ ン

ティンジェンシー 。パースペクティブ)

2aコ ス ト戦略は管理型HRシ ステム と組織成果 との間の関係 に正の影響を与

えるであろう。

表1管 理型および人的資本増大型HRシ ステムの概要

HR施 策 管理型HRシ ステム 人的資本増大型HRシ ステム

採用 ・配置 肉体的技能 選抜採用

専門的技術

問題解決技術

訓 練 政策 ・手続き 総合的な訓練

(一般的な情報を流すだけ) 専門的技術

問題解決技術

業 績 評 価 管理指向 育成指向

成果ベース 行動ベース

報 償 時間給 月給

個人的イ ンセンティブ 技能ベース

内的衡平性 グル ー プイ ンセ ンテ ィ ブ

外的衡平性

出 典:Youndtetal.(1996)よ り 作 成
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2b品 質戦略は人 的資本増大型HRシ ステムと組織成果 との間の関係 に正の影

響を与えるであろう。

2c柔 軟戦 略は人 的資本増大型HRシ ステム と組織成果 との間の関係 に正の影

響を与えるであろう。

様 々な領域 の鉄鋼企業512社 を対象に調査を実施 した結果,有 効 サンプルは97社 であっ

たとしている。なお,組 織成果については,調 査対象企業のほとん どがプロフィットセン

ターではな くコス トセ ンターであったことか ら財務業績を指標 とはしなか った。そこで本

研究では,業 界内の同業他社 と比較 して自己回答 して もらっている。因子分析の結果,機

械効率(例:設 備稼働率,ス クラ ップ最小化),顧 客関連(例:製 品品質,即 時配送),従

業員 の生産性(例:従 業員モラール,従 業員生産性)を 組織成果因子 として抽 出 している。

そ して階層的重回帰分析 の結果,す べての仮説が支持 された としている。つまり本研究で

は,普 遍的パースペ クテ ィブ もコンテ ィンジェンシー ・パースペクティブも両方の妥当性

が認 められた ことになる。

2)水 平適合

適合パースペクティブと組織成果との関係 について分析 した研究が数少ないことはすで

に述べたが,特 にこの水平適合 もしくは内的整合性についての調査はまだまだ少ない。ベ

ス ト・プラクテ ィス論において様々なHRM施 策が取 り上げ られてはいるが,列 挙 される

だけで,そ の整合性について深 く論 じている研究は少ないのである。 このような問題意識

に基づいて行われた研究が 自動車製造工場 を対象に調査 したMacduffie(1995)で ある。

彼 は様 々な 且RM施 策が個々別々に実施 されるよりも,相 互に関連 しあい統合 された状

態で実践 される方が,高 い組織成果を生み出す と考えている。そのほうが,従 業員 のモチ

ベーションや技能習得を支援する状況が多元的かつ相互に強化 されるか らである。 そこで

本研究の第一の目的はこうしたHRM施 策間の水平適合を検証することとなる。

またMacduffie(1995)は この考えを敷術 して,HRM施 策の束 もしくはシステムが,

重点事業の機能に必要な施策の束 とも相互補完的な関係 にあると考え る。つ まりこれ らの

適合が高い組織成果をもた らすと考えるのである。 この点を検証することが第二の目的と

なる。彼はコンティンジェンシーや垂直適合 とい う言葉 を使用 してはいないが,ほ ぼ同様

の視点 に基づいた研究 と考えてよいであろう。事実,彼 はこの研究がすでに紹介 したAr-

thur(1992)の 研究を進展 させ ることになると述べている。
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本研究でキー となる用語 は 「組織論理(organizationallogic)」 である。特別な施策が

あるわけではないが,活 動を好ま しい方 向に仕 向けるために設け られた原則や枠組みを記

述す る言葉 として用 いられている。後 に取 り上 げるコンフィギュレーション,整 合,適 合,

補完 といった概念 と密接に関連 している。本研究においては,生 産性や品質の改善を同時

に追及するうえで,且RMシ ステムの束 と様 々な製造施策を統合するもの として組織論理

という概念が使用 されている。

なお,こ こでは主 に柔軟生産 システム と大量生産 システムとの比較を念頭 に置いている

ため,そ れらの組織論理を操作化することが必要 とな って くる。そ こで彼が取 り上 げてい

るのがバ ッファの使用,作 業 システム,HRM政 策である。

大量生産 においてバ ッファの使用は有効である。なぜな らそれが予測できない不確実性

に対する緩衝機能 として作用す るか らである。 しか し柔軟生産においてバ ッファはコス ト

として扱われる。それは何よ りも生産 に直接関係のない資源であるか らだといえる。また

バ ッファの最大の問題はそれが生産 に関す る問題 を隠 して しまう点 にあ る。バ ッファは

フィー ドバ ックの障害 とな り,欠 陥を克服するのを遅 らせて しまうことになるのである。

本研究では,在 庫 日数や修理用の敷地な どをバ ッファの指標 としている。

作業 システムについては,公 式的な作業構造や作業責任の配置そ して生産 に関する問題

解決に対する従業員参加 という文脈のなかで どのように作業が組織化 されているかで捉え

ようとしている。スコアによって,一 つの極を専門化指向 とすれば,も う一方は多能工指

向となる。最後 にHRM政 策では従業員 と組織 との心理的契約,す なわちモチベー ション

やコ ミッ トメン トに影響 を与える政策セ ットを測定 しようと試みている。一つの極を低 コ

ミットメント・セ ッ トとすれば,も う一方 はハイコ ミットメン ト・セ ッ トとなる。

なお,本 研究では組織成果として生産性 と品質を取 り上げている。 ここで生産性 とは乗

用車1台 を組み立てるために必要 とされる時間によって定義 されている。 また品質は乗用

車100台 当た りの欠陥数 として定義 されている。 これらの変数を もとに統計解析 した結果,

Macduffie(1995)は 革新的(innovative)HRM施 策つまりハイコ ミットメ ン トHRM

施策は個々で実施するのではな く,一一つのまとまりとして実施 した方が組織成果に影響を

与えるであろうという一つ目の仮説が支持 されたとしている。また,こ れ らのHRM施 策

群は柔軟生産システムの組織論理 のもとで こそ組み立て工場の生産性および品質に貢献す

るであろうという二つ 目の仮説 も支持 されたとしている。

さて本研究のポイ ン トはHRM施 策群内の水平適合 にあったので,こ の点 について もう

少 し詳 しくみておきたい。本研究 においてHRM施 策 は次の五つに変数化 されている。
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まず採用時の基準 についてである。職務 に対する過去の経験 と合致 しているかどうか とい

う程度であればこの指標のスコアは低 くなる。一方対人能力や新 しい技術を進んで学ぼう

とす る姿勢 などを基準 としている場合 は高 くなる。次 に新人 に対す る訓練 についてで あ

る。訓練をあま りしない場合はスコア0,よ くす る場合はスコア3を 与 えている。 この点

は経験 のある従業員についても同じ質問を している。次に業績に応 じた報償 についてであ

る。ない場合 はスコア0,企 業業績に応 じている場合 は4を 与えている。最後に地位 の差

についてである。一般従業員 と管理職 との間の格差が大きい場合は0を,ほ とん どない場

合には4を 与えている。そ してこれ らを総合 した ものをHRM政 策指標 としている。

統計解析 にかけ られているのは,こ のHRM政 策指標であ り,こ のスコアがそれぞれの

組織成果(生 産性 と品質)に 対 して正 の影響を与えているという結果を,Macduffie(1995)

はHRM施 策内の水平適合の証拠 と して取 り上 げている。個 々のHRM施 策が組織成果

に及ぼす影響を分析 したうえでな らまだしも,こ れだけを取 り上げて水平適合 の妥当性が

明 らか になった とす るのはやや無理 があるよ うに思 われ る。また,ハ イ コ ミットメ ン ト

HRM群 を構成 しているそれぞれのHRM施 策 も恣意的に選定 されており,こ うした点 に

おいてベス ト・プラクティス論の域を出るものではないと思われ る。水平適合 を検証す る

実証研究がいかに困難であるかを如実 に物語 っているといえるだろう。

以上適 合パ ー スペ クテ ィブにつ いて検 討 を行 って きた。両者 ともに垂直 適合 を支持 す る

結 果 とな って いた。Pffeferが 強 く唱え るハ イ コ ミッ トメ ン ト・モデ ル に対 す る反論 と し

て注 目に値 す る とい え る。 しか しな が ら,普 遍 的パ ー ス ペ クテ ィブ と コ ンテ ィ ンジ ェ ン

シー ・パ ー スペ クテ ィブの両者 に妥 当性 が あ る とい うの は どうい うこ とだ ろ うか。両者 は

トレー ド・オ フの 関係 にあ るので はないの か。 この点 につ いて は後 に改 めて論 じたい。 ま

た,水 平適 合 の検証 は困難 を要 す る こと も今 回明 らか にな った。統計 解析 手法 の未熟 さが

大 きな原 因で あ ろ うと思 われ る。 この よ うな点 を克 服す るた あ に登場 して きたのが次 に取

り上 げ る コ ンフィギ ュ レー シ ョナル ・パ ー スペ クテ ィブなの であ る。

3・ コ ン フ ィ ギ ュ レ ー シ ョ ナ ル ・パ ー ス ペ ク テ ィ ブ(configurational

perspective)

Mintzbergetal.(1998)に よれ ば,コ ンフ ィギ ュ レー シ ョンとは 「組織 とその周辺 の

状 況 が置 かれ たあ る特定 の安 定 した状態(邦 訳,p.326)」 を指す極 め て全 体論 的(holistic)

な概念 で あ る。 ゲ シュタル ト,原 型(archetype),組 織 論理 な ど様 々な言 葉 で表現 され る。
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本稿で取 り上 げているHRM施 策に当てはめるとすれば,様 々なHRM施 策群が一つの

ある特定の安定 した状態を有 していると考 えることになる。

さらに,こ うしたHRM施 策群をとりまく戦略な どを含めた環境 にまで敷術 して考える

ことも可能 とな り,環 境内の整合性という視点が生 じて くる。つま り,こ れまで論 じてき

た適合パースペクティブを超えた視点が可能 となるのである。Doty&Glick(1994)に よ

れば,こ うしたコンフィギュレーションは従来の2変 数 によるコンテ ィンジェンシー理論

では表現す ることのできない非線型的な相互作用効果やよ り高いレベルの相互作用を描写

することができるのである。

ここでは,も う少 しHRMを 対象 としたコンフィギュレーシ ョン理論 に対する理解を深

めたうえで,コ ンフィギュレーシ ョナル ・パースペクティブに基づいた場合のHRMと 組

織成果 との関係について考察す る。

1)コ ンテ ィンジェンシー ・パースペクティブとの違い

コンティンジェンシー理論は還元主義的であるとされ る(Meyeretal.,1993)。 社会的

存在を分析する際に様々な部分的要素 に還元 したうえで,そ れ らの関係を探 ろうとするの

が コンティンジェンシー理論家たちである。従ってコンテ ィンジェンシー理論では,そ う

した別 々の構成要素聞の弱い制約がひとたび克服 されれば,漸 進的に微調整 され るよう

な,ル ースに連結 した集合体 として組織は取 り扱われるのである。

また,極 めて単純な因果関係を前提としており,非 線形的関係 は無視 されている。そ し

て観察下のシステムは少な くとも均衡状態 に移行 してい くという前提が暗黙の うちに置か

れている。さらに適応変化は漸次的かつ連続的に進む と考え,状 況的文脈は成果にとって

必要な組織特徴を規定する最大の要因であるとする。

一方,コ ンフィギュレーション理論は全体論的な概念 として捉えられる。全体は部分 の

総和以上の ものであると考えるのである。従 ってコンフィギュレーションの理論家は組織

の個々の要素 によって組織を説明するのではな く,そ れ らの相互作用か ら全体 としてどの

ような秩序が生 じたかを説明 しようとす る。それは,彼 らが社会 システムを双方向的な因

果ループのなかで強固に連結 しあった混合物 とみなしているか らである。 それゆえ,組 織

の変化 は突発的である。

また,彼 らは結果同一性(equifinality)と いう重要概念を用いる。結果同一性 とは方

法や手段にかかわらず結果が等 しくなるという性質を指 している。組織戦略 と成果 との関

係でいえば,結 果同一性 は,例 えば技術革新かニ ッチ戦略の どち らを追及 して も,あ る特
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別な組織は不安定な環境の もとで も成長するというようなことを暗示 している。ただ しも

しその組織が適切なパター ンの緊密な組織 プロセスや戦略のなかに埋め込まれているので

なければ,つ まりコンフィギュレーションが存在 しなければ,ど ち らの戦略 も作用 しない

ということは付け加えておかなければならない。以上をまとめると表2の ようになる。

こうした比較から明 らかなように,コ ンテ ィンジェンシー理論が部分間の適合に注 目し

ているのに対 して,コ ンフィギュレーシ ョン理論の方ではもはや適合 とい う概念 自体が姿

を消 している。部分 に還元 しない以上 当然のことではあるが,こ れ らの特徴が両者を比較

す る うえで最 も重 要な点 で あ るといえ るで あろ う。では次 に同様 の分 類 を して い る

Venkatraman&Prescott(1990)を みてみよう。

彼 らはMeyereta1.(1993)が 行 った分類 を還元主義パースペ クテ ィブと全体論的パー

スペ クテ ィブに置き換えて説明 している。還元主義パースペ クテ ィブとは,環 境 と戦略 と

いった二つの構戒概念間の相互連携(coalignment)が 様 々な要素を二つ一組 とした相互

連携 として理解され得るという前提を基礎 に置 く。従 って このパースペ クティブの研究者

は相互連携の成果を測定するために,環 境 と戦略の固有の様々な特徴に焦点を合わせるの

である。

しか し,こ の観点 に基づいて環境一戦略間の関係を調査 した,こ れまでの実証研究結果

か らは様 々な問題が指摘 される。その主な ものはMeyeretal.(1993)で 論 じられている

こととほぼ同様 と考えてよいであろう。 いわゆる単純な線形モデルや部分 に還元すること

によって引き起 こされる誤 りである。

一方全体論的な観点 は
,要 素に還元することな くあ くまで も,環 境一戦略間の相互連携

表2コ ン テ ィ ン ジ ェ ン シー 理 論 と コ ン フ ィギ ュ レ ー シ ョン理 論 の 比 較

基本前提 コ ンテ ィ ンジ ェ ン シ ー理 論 コ ンフ ィギ ュ レー シ ョ ン理 論

調査の主要な形態 還元的分析 全体論的統合

(reductionisticanalysis) (holisticsynthesis)

社会システムに 制約された要素が弱 く結びつい 制約された要素が強固に結びつ

おける凝集と制約 た集合体 い た コ ン フ ィギ ュ レー シ ョン

属性間の関係 一方向的かつ線形
双方向的かっ非線形

前提となる均衡状態 半固定的な均衡状態 断続的均衡

変化の形態 斬新的変化 枠組みを壊すような変化

連続的 (frame-breakingchange)

突発的

効 果 状況的文脈によって規定 される 結 果 同一 性(equifinality)

出 典:Meyeretal.(1993)か ら 作 成
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の全体論的性質を維持することが重要であるとす る。従 って相互連携の成果に対する影響

を検証す る場合,そ の結果は環境 と戦略の様々な特徴間の連携ではな く,両 者 の同時的で

全体的な相互連携パター ンを反映 した ものでなければな らないのである。それゆえ全体論

的観点では,理 想的プロフィールという考え方を採用する。例えばもし高業績の組織 につ

いて戦略特徴の理想的プロフィールが得 られたな ら,こ のプロフィールか らの偏差の大 き

さが低業績を暗示す ることになる。以上を表3に まとめた。

2)実 証研 究

これ まで見 た よ うに,コ ンフ ィギ ュ レー シ ョナル ・パ ースペ クテ ィブは適合 パ ースペ ク

テ ィブとは大 き く異 な る観 点 であ る。 つ ま り単 に水平 的 な適 合 に着 目 して い るか らとい う

だ けで は コンフ ィギ落 レー シ ョナル な観点 を有 してい る ことにはな らない ので ある。 こ う

した意 味 において,こ の よ うな観点 に基 づ いた実証 研究 は数少 ない。 ここで はDelery&

Doty(1996)を 取 り上 げ る。

Delery&Doty(1996)に お ける主 な 目的 は,い くつか のHRMコ ンフ ィギ ュ レー シ ョ

ンを措 定 し,そ れ らの組織 成 果 に対 す る影響 を調査 す る こ とにあ る。 コ ンフ ィギ ュ レー

シ ョナル ・パ ー スペ クテ ィブの妥 当性 を検証 す る と言 い換 えて もよ いで あ ろ う。 さ らに

は,HRMコ ンフィギ ュ レー シ ョンと組織戦 略 の コ ンフィギ ュ レー シ ョンとの 間の条件 適

表3環 境一戦略間の相互連携に関する還元主義的観点と全体論的観点の比較

特 徴 還元主義的観点 全体論的観点

適合を記述する際の主 いくつかの環境における特徴(例; い くつかの戦略特徴 とい くつかの

要 な ア プ ロ ー チ ライフサイクル)と いくつかの戦略 環 境 特 徴 と の 間 の 連 携(coalign一

における特徴(例;資 源配分領域)と ment)に 対するより広範な概念化

の間の適合

利 点 理論的な リンクや影響をそれぞれ 連結の複雑かつ相互作用的特徴を

別々に正確に特徴付 ける能力 維持する能力

体系的な複製や拡大が累積的知識 体系的観点は維持される

となる

欠 点 他の条件が同 じ場合の条件 という 相互連携の複雑な性質 によ ってそ

ことを無視す ることによって生 じ の本質 を仮説化す ることが困難で

る誤 り あ る こ と

分離に起因する論理的タイプ分け 一般化の困難性

の誤 り

一般的な分析手法 多変量解析,ANOVA, ク ラ ス タ ー分 析,パ タ ー ン分 析

下位グループ分析 正準相関分析,二 次因子分析

出 典:Venkatraman&Prescott(1990)か ら作 成
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合 的関係 につ いて も調 査 を行 って いる。

まず 彼 ら はHRMコ ン フ ィ ギ ュ レ ー シ ョ ン を 特 定 化 す る た め に,Sonnenfeld&

Peiper1(1988),Kerr&Slocum(1987),Miles&Snow(1978)な どか らHRM施 策

を七 つ抽 出す る。 これ らはPfeffer(1994)で 取 り上 げ られて い る16のHRM施 策 と も合

致 す る と して い る。次 に彼 らは これ ら七 つ の施 策 か ら二 つ の雇 用 シ ステ ム(HRMコ ン

フ ィギ ュ レー シ ョン)を 提示 す る。 それが表4で あ る。

彼 らは これ らを雇用 システ ム の理 念型 と した うえで,「 組織 の雇 用 システ ムが理念 型 に

近 けれ ば近 い ほ ど,財 務 業績 が高 くな るで あろ う」 とい う仮 説 を構築 す る。 調査 は銀行 を

対象 に実施 され てい る。 産業 闇の差 異 を統 制す るため に業界 を一 つ に絞 った と して いる。

350の 有 効 サ ンプルが得 られて い る。本 研究 で は銀行,つ ま りは ホワイ トカラー労働 者 を

対象 と して い るため,さ きほ どの仮説 は 「組織 の雇用 システ ムが市 場型 雇用 システ ムに近

いほ ど,業 績 が高 いで あ ろ う」 とい うよ うに言 いか え られ得 る として い る。 組織成果 と し

て はROEとROAが 用 い られ て い る。 コ ンフ ィギ ュ レー シ ョンの適 合 度 に関 して は,

Dotyが 中心 とな って 開発 された手 法 を利用 して い る。

結果 は残念 なが ら仮説 を完全 に支持 す る もの で はなか った。 市場 型 シス テムが他 の雇用

シス テム よ り組 織 成果 に与 え る影 響 が大 き い とい う傾 向 は出 た と して い る。 しか しな が

表4雇 用システムの特徴

HR施 策 市場型 システム 内部型 システム

内部キャリア ほとんどが組織外部からの採用 組織内からの登用

機 会 内部 の キ ャ リア ス テ ップ は ほ と きっちりと定義されたキャリア

ん ど使用 しない ステ ップの広範な使用

訓 練 組織社会化の必要性が生 じても 広範な公式訓練

公式訓練はしない 組織社会化の程度は強い

成果指向評価 成果は数量的かつ結果指向的に 成果の測定は行動指向より育成

測定される 的 目的 の フ ィー ドバ ッ ク

数 的評 価 に よ る フ ィ ー ドバ ック

利益分配 広範に適用され る あまり適用されない

雇用保証 ほとんどない 使用期間を含めて保証

雇用調整者に対する手厚い保障

公式の解雇政策

従業員参加 従業員の声はあまり反映されな 苦情処理制度の利用
い 意思決定への参加

職務記述 明確に定義 されていない 厳密に定義されている

出 典:Dolery&Doty(1996)か ら作 成
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ら,コ ンフ ィギ ュレー シ ョナル ・パ ースペ クテ ィブの妥 当性 が検証 された とは言 えな いで

あろ う。

以上,コ ンフ ィギ ュ レー シ ョナル ・パ ースペ クテ ィブにつ いてみて きた。最 も新 しい観

点 で もあ り,実 証研 究 には課題 が多 い と思 われ る。 や は り限界 であ る と考 え られ るの は,

コ ンテ ィ ンジ ェンシー理論 を批 判 してお きなが ら,彼 らも同 じ轍 を踏 んで い るの ではな い

か とい うことで あ る。 さきほ どの実証 研究 で は,HRMコ ンフ ィギ ュ レー シ ョンを措 定す

るた め にい くつ か のHRM施 策 を まず抽 出 して い る。 これ は要素 還元 主 義 的 ア プロー チ

とは言 え な いのだ ろ うか。 また,彼 らは二 つの理念 型雇用 システムを提 示 して いるが,理

念型 は二 つで適正 な のであ ろ うか。 そ して そ もそ もこのパ ー スペ クテ ィブに定 量 的分 析 が

ふ さわ しい のだ ろ うか。 む しろ定 性 的 な分析 手 法 に傾 注す べ きなの で は な いのか。Do1-

ery&Doty(1996)で は統 計手 法 の未熟 さを 限界 の一 因 と して指 摘 して い る。今 後 の展

開 に注 目したい。

、4 括

ここまで,三 つのパースペクティブに基づいて,HRMと 組織成果 との関係についてみ

てきた。 これ らのパースペ クティブを比較 した実証研究 について可能な限 り紹介を してき

た。概観 した ところ,普 遍的パースペクテ ィブを支持す る研究が多 いとい うことがわか

る。コンフィギュレーショナル ・パースペクティブで取 り上 げたDolery&Doty(1996)

で もこれ ら三つのパースペ クテ ィブについて比較検討を行 っているが,最 終的には普遍的

パースペクティブを支持す る結果 とな っている。

現代のアメ リカにおけるハイコ ミットメ ント・モデルの存在は大きい。 日本的経営の影

響を受 けていることは間違いないが,依 然 として解雇が 日常的な国においてこの現象は興

味深い。 しか しこのモデルが現代の 日本に も当てはまるか否かについては慎重に判断すべ

きであろう。

最後 にこれらのパースペ クティブを比較検討する際の問題点を指摘 しておきたい。い く

つかの研究において,複 数のパースペ クテ ィブを支持する結果が提示 されていた。前述 し

たように特に普遍的パースペクティブと適合パースペクティブとが両立す ることは不 自然

である。一・方で どのような戦略が採用 されようともハイコ ミッ トメ ン ト型HRMを 実践

している企業の組織成果が最 も大 きいとしておきなが ら,同 じ調査でハイコ ミットメン ト

型のHRMは 例えば差別化戦略を採用 した場合 に最 も有効であるとするのは矛盾 してい
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る。多 くの場合 これは統計手法の限界に起因しているのであろうが,こ の点については筆

者の能力を超えているのでこれ以上深 くは立 ち入 らない。 しか し,こ うした点を明 らかに

していかなければ,こ うした研究はこれ以上の進展をみないのではないだろうか。
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